
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度３月 

補正予算事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

敦 賀 市 

 

 資料 №４ 

 



  

目     次 

 

 

       総 務 費・・・・・・・・・・・１ 

       民 生 費・・・・・・・・・・・４ 

       衛 生 費・・・・・・・・・・・８ 

       農林水産業費・・・・・・・・・・・９ 

       商 工 費・・・・・・・・・・１０ 

       土 木 費・・・・・・・・・・１１ 

       教 育 費・・・・・・・・・・１２ 

       そ の 他・・・・・・・・・・１３ 

       特 別 会 計・・・・・・・・・・１４ 

       企 業 会 計・・・・・・・・・・２０ 

       ３月補正予算概要・・・・・・・・・・２１ 

       人 件 費 補 正 内 訳・・・・・・・・・・２２ 

 

 

 



01 一般会計
06 総務費 (千円)

退職手当費（一般職）

総務課
153,771

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 153,771

補正

　勧奨退職者及び自己都合退職者の退職手当を支給します。

財政調整基金積立金

財政課
302,715

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 300,000

補正

　平成27年度の決算見込みを踏まえ、今後の財政需要を見据え財政調整基金へ積立を行いま
す。

　　財政調整基金残高見込
　　　平成26年度決算額　　　　　　2,675,003千円
　　　平成27年度積立額（元金）　　　300,000千円
　　　　　　　　　　　（利子分）　　　2,715千円
　　　平成27年度決算額（見込）　　2,977,718千円

財産収入 2,715

公共施設整備基金積立金

財政課
202,335

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 200,000

補正

　平成27年度の決算見込みを踏まえ、市庁舎耐震整備等に備えるため、公共施設整備基金に
積立を行います。

　　公共施設整備基金残高見込
　　　平成26年度決算額　　　　　1,662,828千円
　　　平成27年度取崩額（見込）　　204,492千円
　　　平成27年度積立額（元金）　　200,000千円
　　　　　　　　　　　（利子分）　　3,542千円
　　　平成27年度決算額（見込）　1,661,878千円

財産収入 2,335

ハーモニアスポリス構想策定事業費

政策推進課
13,615

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　長期的な本市の発展を見すえ、地域間協調を重視し、本市を中心とした広域的かつ一体的
な経済圏・生活圏の構築に向けた構想を策定します。 国庫支出金  13,615
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01 一般会計
06 総務費 (千円)

原子力防護対策施設等整備事業費

危機管理対策課
203,000

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　原子力災害における緊急時に、即時避難が困難な要配慮者や住民等を安全に避難させ
るため、発電所から約10ｋｍ圏内の小学校施設に放射線防護機能を付加し、一時的な屋
内退避施設を確保するための施設整備を図るとともに、必要となる資機材及び備蓄品を
整備します。

県支出金    203,000

情報セキュリティシステム整備事業費

情報管理課
106,978

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 86,328

補正

　社会保障・税番号制度の施行に伴い、国より示された「新たな自治体情報セキュリティ対
策の抜本的強化について（総務大臣通知）」及び「特定個人情報の適正な取扱いに関するガ
イドライン（行政機関等・地方公共団体等編）」に基づき、不正アクセスや情報漏洩等を未
然に防止するため、システムの整備を行い、より一層の情報セキュリティ強化を行います。

　　

国庫支出金  10,350

市債 10,300

社会保障・税番号制度システム整備費負担金

情報管理課
5,586

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　社会保障・税番号制度システムの整備にあたり、地方公共団体情報システム機構が整備す
る中間サーバーの整備費用を負担します。 国庫支出金  5,586

ＣＡＴＶ整備事業費補助金

情報管理課
3,312

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 3,312

補正

　ＣＡＴＶによる行政放送、防災放送及び議会放送が市内全域で受信できるよう、㈱嶺南ケ
ーブルネットワークの新規加入世帯に係る引込み工事に対して補助します。
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01 一般会計
06 総務費 (千円)

個人番号カード等関連事務費交付金

市民課
11,348

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　社会保障・税番号制度の施行に伴い、市が行う通知カード・個人番号カード関連事務を委
任するため地方公共団体情報システム機構へ交付金を支出します。
　国が補正予算で増額する個人番号カードの追加発行のためのカード製造等の経費を補正し
ます。

　　＜積算根拠＞
　　A　通知カード・個人番号カード関連事務に要する費用に相当する金額の総額
　　　　65,669,628,000円（増額後）　　※44,318,914,000円（増額前）
　　B1 全国の住民基本台帳人口（平成26年1月1日現在）
　　　　128,438,348人
　　B2 各市区町村の住民基本台帳人口（平成26年1月1日現在）　
　　　　68,268人　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　各市区町村の交付金額＝A×B2/B1（千円単位で四捨五入）
　「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」
　　　施行日　平成27年10月5日　　交付開始日　平成28年1月1日

国庫支出金  11,348
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01 一般会計
09 民生費 (千円)

過年度分精算返還金（地域福祉課）

地域福祉課
22,116

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 22,116

補正

　平成26年度国庫、県負担金・補助金の精算に伴い、過年度分の精算返還を行います。

過年度分精算返還金（介護保険課）

介護保険課
77

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 77

補正

　平成26年度事業費の確定に伴い、介護保険等利用者負担軽減対策事業費補助金（県補助）
について精算返還を行います。

心身障害者医療費助成費

地域福祉課
10,661

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 6,836

補正

　心身障害者医療費助成費のうち、医療費助成費において、事業費が増加したため、不足見
込額を補正します。 県支出金    3,825

後期高齢者医療広域連合負担金

国保年金課
12,686

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 12,686

補正

　平成27年度後期高齢者医療広域連合負担金の額の決定に伴い、不足額を補正します。
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01 一般会計
09 民生費 (千円)

年金生活者等支援臨時福祉給付金事務費

地域福祉課
7,756

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　賃金引上げの恩恵が及びにくい低所得高齢者への支援のため支給する、年金生活者等支援
臨時福祉給付金の給付に要する事務経費です。 国庫支出金  7,756

年金生活者等支援臨時福祉給付金

地域福祉課
180,000

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　賃金引上げの恩恵が及びにくい低所得高齢者への支援のため、年金生活者等支援臨時福祉
給付金を支給します。 国庫支出金  180,000

子ども・子育て支援システム改修事業費

児童家庭課
2,167

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,084

補正

　保育所等の利用者負担軽減措置を実施することに伴い、平成26年度において構築した「子
ども・子育て支援システム」を改修します。

　　改修の概要
　　　第2子及び第3子軽減対象拡充に伴う利用者負担額算定　
　　　ひとり親家庭軽減対象拡充に伴う利用者負担額算定

　　改修の対象項目
　　　支給認定者情報管理
　　　確認事業者情報管理
　　　審査・支払実績管理

国庫支出金  1,083

過年度分精算返還金

児童家庭課
1,918

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,918

補正

　過年度交付を受けた国庫補助金のうち、事業費の確定に伴い超過交付となっていたものに
ついて精算返還を行います。

　　平成26年度
　　　子育て世帯臨時特例給付金給付事務費補助金返還金  　　　157千円
　　　子育て世帯臨時特例給付金給付事業費補助金返還金　　　　890千円
　　　保育緊急確保事業費補助金返還金　　　　　　　　　　　　865千円
　　　児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金返還金　　　　　　6千円
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01 一般会計
09 民生費 (千円)

児童扶養手当支給費

児童家庭課
5,443

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 3,629

補正

　平成27年4月支給分からの児童扶養手当の支給額増額により事業費が不足するため、増額補
正を行います。

　　増額の内容
　　　全部支給　41,020円　→　42,000円
　　　一部支給　所得に応じ9,680円〜41,010円まで10円きざみの額
　　　　　　　　　→　　　9,910円〜41,990円まで10円きざみの額
　　　※第2子、第3子加算は従来どおり
　　　

国庫支出金  1,814

母子家庭等医療費助成費

児童家庭課
3,123

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,562

補正

　医療費の助成額の増額により事業費が不足するため、増額補正を行います。

　　平成27年度予算額　　47,449千円
　　平成27年度見込額　　50,572千円　　

県支出金    1,561

特別保育事業費

児童家庭課
-35,321

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 -14,998

補正

　制度変更に伴い、延長保育事業（現在の保育標準時間認定に当たるもの）の基本分及び休
日保育事業に係る経費が公定価格に組み込まれたため、減額補正を行います。
　また、新たに延長保育事業保育短時間認定が特別保育事業の対象となったため、増額補正
を行います。
　この事業においては、差し引き減額補正となります。

国庫支出金  4,880

県支出金    -25,203

私立保育園運営委託事業費

児童家庭課
86,345

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 19,642

補正

　制度変更に伴い、特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準が制定され、こ
れにより公定価格が変更となったため増額補正を行います。
　また、平成27年度人事院勧告に伴う国家公務員給与改定に準じ、公定価格の引き上げが実
施予定のため、増額補正を行います。

国庫支出金  47,292

県支出金    29,271

分担金負担金 -232,169

使用料手数料 222,309
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01 一般会計
09 民生費 (千円)

私立保育園運営費等補助金

児童家庭課
-16,110

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 4,710

補正

　制度変更に伴い、処遇改善加算が公定価格に組み込まれたため、減額補正を行います。

国庫支出金  -12,082

県支出金    -8,738

地域型保育給付事業費

児童家庭課
4,367

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,200

補正

　平成27年度人事院勧告に伴う国家公務員給与改定に準じ、公定価格の引き上げが実施予定
であり、また利用児童数が当初見込より増加したため、増額補正を行います。 国庫支出金  2,645

県支出金    522

広域入所児童保育事業費

児童家庭課
2,336

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 2,336

補正

　利用児童数が当初見込より増加したため、増額補正を行います。

生活保護費

地域福祉課
23,845

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 9,389

補正

　生活保護者の増加に伴い、医療扶助費等の不足が見込まれるため補正します。

　　保護世帯　平成27年12月末現在　265世帯325人
　　保護率　　0.483％

国庫支出金  14,456
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01 一般会計
12 衛生費 (千円)

過年度分精算返還金

健康管理センター
117

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 117

補正

　平成26年度がん検診推進事業国庫補助金の交付額確定に伴い、過年度分の精算返還を行い
ます。

がん検診費

健康管理センター
5,529

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,969

補正

　胃がん、肺がん、大腸がん、子宮頸がん及び前立腺がん検診の受診者数が、当初の見込み
より増加するため不足見込額を補正します。 県支出金    3,560

健康診査等事業費

健康管理センター
1,654

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,654

補正

　肝炎ウイルス検診の受診者数が当初の見込みより増加したため不足見込額を補正します。

民間処分場環境保全対策事業費負担金

環境・廃棄物対策課
30,593

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 30,593

補正

　民間廃棄物最終処分場の早期安定化を図り、生活環境保全上の支障を除去するための特定
支障除去事業を県と共同して行います。

　　実施期間　平成18年度〜平成34年度
　　対策内容　平成24年度までに設置した遮水機能、水処理施設等の維持管理を行うとと
　　　　　　もに、処分場内及び処分場周辺のモニタリング調査を実施
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01 一般会計
18 農林水産業費 (千円)

農地中間管理機構集積事業交付金

農林水産振興課
476

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　担い手への農地集積と集約化により農業構造の改革と生産コストの削減を強力に推進する
ため、農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構への農地集積に協力する農業者に対し交
付します。

　　内訳
　　・経営転換協力金　　交付対象者　1名
　　・耕作者集積協力金　交付対象者　6名

県支出金    476

市行造林線下伐採分収交付金

農林水産振興課
699

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　電力会社が市行造林地内にある送電線等の安全管理のために、立木の伐採を行ったため、
立木補償金を分収契約に基づき各生産森林組合に支払います。 諸収入 699
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01 一般会計
21 商工費 (千円)

金ヶ崎周辺誘客促進事業費

政策推進課
9,980

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　金ヶ崎周辺における一層の観光誘客及びインバウンド観光の促進に向け、平成27年10月に
供用を開始した、敦賀赤レンガ倉庫ジオラマ館における多言語化対応を実施します。 国庫支出金  9,980

敦賀港貨物集荷推進事業費

商工・貿易振興課
9,307

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 9,307

補正

　敦賀港貨物集荷推進事業費について、補助対象貨物量の増加により増額補正します。

　　補助内容　　　敦賀港利用拡大事業（荷主・物流事業者）補助金
　　補助事業者　　大口荷主・物流事業者
　　　　　　　　　特定大口荷主・物流事業者
　　　　　　　　　県内荷主
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01 一般会計
24 土木費 (千円)

県道整備事業費負担金

道路河川課
5,904

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 5,904

補正

　県が行う道路等整備事業の経費の一部を負担します。
　　※市負担分のうち12月補正との差額を今回補正します。
　　
　　・県単道路改良
　　　施工箇所　県道五幡新保停車場線（田尻）、国道476号（葉原）、
　　　　　　　　国道476号（大蔵〜樫曲）、県道敦賀柳ヶ瀬線（刀根）
　　　市負担率　10％
　　・県単消雪施設リフレッシュ
　　　施工箇所　県道敦賀美浜線（昭和町）外　　市負担率　20％　　
　　・県単急傾斜地崩壊防止施設改修事業
　　　施工箇所　五幡地区　　　　　　　　　　　市負担率　10％
　　・県単道路改良（旧地方特定）［繰越］
　　　施工箇所　県道竹波立石縄間線（手）　　　市負担率　5％

土地開発基金用地購入費

都市政策課
34,445

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 34,445

補正

　粟野交番用地として敦賀警察署へ貸し付けを行うため、土地開発基金において長期間保有
されている土地について、一般会計へ買い戻しを行います。

街路事業費負担金

道路河川課
14,385

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 85

補正

　県が行う街路事業の経費の一部を負担します。
　※市負担分のうち12月補正との差額を今回補正します。

　　施工箇所　岡山松陵線（若葉町〜金山地係）
　　市負担率　17.5％

市債 14,300
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01 一般会計
30 教育費 (千円)

図書館各所修繕事業費

図書館
1,500

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,500

補正

　図書館2階洗面所の給水管が破裂し1階及び2階フロアの一部が使用不能となり、緊急的に修
繕を行ったため、不足額を補正します。

　　修繕内訳　アングル止水栓緊急修繕　
　　　　　　　手洗器・給水管取替修繕　
　　　　　　　タイルカーペット取替修繕　ほか

プラザ萬象各所修繕事業費

プラザ萬象
1,973

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,973

補正

　プラザ萬象大ホールの空調給気及び還気ダクトが経年劣化で破損し、緊急的に修繕を行っ
たため、不足額を補正します。

　

選抜高等学校野球大会出場激励費

スポーツ振興課
2,000

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 2,000

補正

　第88回選抜高等学校野球大会に出場する敦賀気比高等学校に対し、「球都・敦賀」を全国
に向けて大いにアピールできることから、激励費を支給します。
　
　　大会期日　　平成28年3月20日から12日間
　　会　　場　　阪神甲子園球場
　　　　　　　　※2年連続7度目の出場（春夏通算14度目）

12



(千円)

事業
所属

一般財源 1,621
国県支出金 8,103
市債 21,000

(千円)

事業
所属

一般財源 △332,521

財源内訳事業内容

繰越明許額 30,724

事業内容 財源内訳

　　　債務負担行為

【債務負担行為減額補正】
　市道に設置してある従来型（水銀灯等）の街路灯について、長寿命で節電効果が高く環境にや
さしいＬＥＤ灯へ切り替えるにあたり、リース方式を採用し、電気料金等のコスト削減を図るこ
ととしておりましたが、リース契約の締結を平成28年度に変更するため、減額補正します。

　　・債務負担行為　　設定年度　平成28年度
　　　（変更後）　　　期　間　　平成28年度～平成38年度（11年間）
　　　　　　　　　　　限度額　　332,521千円
　　・今後の計画　　　平成28年度  リース契約及びＬＥＤ灯への取替工事（約8,800灯）
　　　　　　　　　　　平成29年度～平成38年度　ＬＥＤ灯リース料の支払い（10年間）
　　・当初債務負担行為　　設定年度　平成27年9月補正
　　　　　　　　　　　　　期　間　　平成27年度～平成38年度（12年間）
　　　　　　　　　　　　　限度額　　332,521千円
　　・補正後限度額　　設定額332,521千円+補正額△332,521千円＝補正後限度額0円

道路照明灯ＬＥＤ化推進事業
道路河川課

敦賀南スマートインター整備事業
道路河川課

01　一般会計
　　　繰越明許費

【繰越明許】
　繰越事業内容
　　インター工事委託料　30,724千円　市道長谷2号線外1線　排水工外
　繰越理由
　　残土搬出先事業の着手が遅れたことにより、本工事からの土砂の搬出が遅れ、進捗が
　遅れたため。

　平成27年度予算
　　歳出予算額　　107,460千円
　　支出予定額　　 76,736千円
　　翌年度繰越額　 30,724千円

債務負担行為額 △332,521
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20 簡易水道特別会計
03 簡易水道事業費 (千円)

水道未普及地域解消事業費

上水道課
-46,652

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　道口地区で施工中の推進工事（JR西日本委託工事）が、岩塊のため推進不能となり、工法
の変更を行う必要が生じ、今年度中の完成が見込めなくなったことから、減額補正します。

　　配水管布設工事委託等　△46,652千円

市債 -46,700

繰入金 48
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25 国民健康保険（事業勘定の部）特別会計
24 保健事業費 (千円)

特定健康診査等事業費

健康管理センター
3,317

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 3,317

補正

　特定健康診査の受診者数が当初の見込みより増加したため不足見込額を補正します。
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25 国民健康保険（事業勘定の部）特別会計
30 諸支出金 (千円)

過年度分精算返還金

国保年金課
50,913

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 50,913

補正

　平成26年度療養給付費等負担金の額の確定に伴い、過年度分の精算返還を行います。
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50 介護保険特別会計
03 総務費 (千円)

第三者行為求償事務費

介護保険課
165

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　第三者行為求償事務費の実績の増加に伴い、不足見込額を補正します。

繰入金 165
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50 介護保険特別会計
09 地域支援事業費 (千円)

家族介護継続支援事業費

介護保険課
1,888

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 416

補正

　常時おむつを必要とする在宅の高齢者に対して、快適な生活と家族の介護負担の軽減を図
るための介護用品支給について、不足見込額を補正します。

内　容　支給対象者　要介護1〜5の在宅の高齢者で、おむつが必要な方
　　　　支給金額　　3,000円/月
　　　　利用者数　　925人（1か月見込）

国庫支出金 736

県支出金 368

繰入金 368
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50 介護保険特別会計
15 基金積立金 (千円)

介護保険基金積立金

介護保険課
25,964

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 25,881

補正

　平成26年度決算における歳入歳出差引残額（繰越金）等を介護保険基金に積み立てます。

財産収入 83

19



(千円)

事業
所属

一般財源 4,448

事業
所属

一般財源 290,804

事業
所属

一般財源 1,250　敦賀病院に就職を希望する学生に対し貸与する修学資金を補正します。

医療従事者修学資金貸与事業費
補正予算額 1,250

市立敦賀病院
事業内容 財源内訳

病院事業会計

　Ｃ型肝炎治療に係る新薬が医療費助成制度の適用となり、当該診療に伴う薬品費が大きく増加
するため、所要額を補正します。

補正予算額 4,448

　病院事業会計職員に係る退職給付引当金等を補正します。
　
　　当初予算額　222,059千円
　　決算見込額　226,507千円

退職給付費
市立敦賀病院

薬品費
市立敦賀病院

財源内訳事業内容

補正予算額 290,804

事業内容 財源内訳
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平成２７年度３月補正予算概要 

 

 

今回の補正予算概要 

 

  一 般 会 計              １,４３６,５２３千円 

  特 別 会 計                          ８,９５１千円 

  企 業 会 計               ２２３,０７１千円 

                                     

  合     計              １,６６８,５４５千円 

 

（特別会計・企業会計の補正内訳） 

  敦賀都市計画土地区画整理事業特別会計        －１,９９０千円 

  簡 易 水 道 特 別 会 計       －６１,５３０千円 

  国民健康保険（事業勘定の部）特別会計        ５６,０７６千円 

 国民健康保険（施設勘定の部）特別会計        －１,０７１千円 

  下 水 道 事 業 特 別 会 計       －１５,９０５千円 

漁業集落環境整備事業特別会計           ４２千円 

  農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計           ５３千円 

 介 護 保 険 特 別 会 計        ２８,７７１千円 

 産 業 団 地 整 備 事 業 特 別 会 計           ２１６千円 

 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計         ４,２８９千円 

  市 立 敦 賀 病 院 事 業 会 計       ２４０,７５６千円 

  水 道 事 業 会 計       －１７,６８５千円 

                                   

     小        計          ２３２,０２２千円 

 

補 正 後 の 予 算 額                       （対前年度同期伸率） 

 

  一 般 会 計  ２７,３９７,３７０千円 （ －６.１％ ） 

  特 別 会 計  １８,２５７,９３７千円 （  ２.２％ ） 

  企 業 会 計         １０,２１２,５５２千円 （ －５.６％ ） 

                                   

  合     計  ５５,８６７,８５９千円 （ －３.４％ ） 

 



22 

◎人件費補正内訳 

（職別） 

特別職              △３２９千円 

一般職          ２０８,８４８千円 

非常勤等職員        １０,７２２千円 

  計          ２１９,２４１千円 

（会計別） 

一般会計         １８６,１３８千円 

特別会計           ２,６２１千円 

企業会計          ３０,４８２千円               

  計          ２１９,２４１千円 

 

（参考）上記のうち人事院勧告による制度改正額 

    一般会計         １９,７５１千円 

特別会計          １,９７６千円 

    企業会計         １８,３６３千円 

      計          ４０,０９０千円 

※人事院勧告の概要 

給料：改定率 平均 0.36％（民間給与との較差を埋めるため俸給表の水準を引上げ） 

手当：勤勉手当 0.1カ月引上げ（民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分） 
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